














「高層木造建築物の性能評価に係る認定権限の移譲」関係法令

■建築基準法

〈第２１条第１項〉

高さが十三メートル又は軒の高さが九メートルを超える建築物（その主要構造部（床、屋根及び階段を除く）

の政令で定める部分の全部又は一部に木材、プラスチックその他の可燃材料を用いたものに限る。）は、第二

条第九号の二イに掲げる基準に適合するものとしなければならない。ただし、構造方法、主要構 造部の防火

の措置その他の事項について防火上必要な政令で定める技術的基準に適合する建築物（政令で定める用途に供

するものを除く。）は、この限りではない。

〈第２条第９号の２イ〉

耐火建築物 次に掲げる基準に適合する建築物をいう。

イ その主要構造部が（１）又は（２）のいずれかに該当すること。

（１）耐火構造であること。

（２）次に掲げる性能（外壁以外の主要構造部にあっては、(i）に掲げる性能に限る。）に関して政令で定

める技術的基準に適合するものであること。

(i) 当該建築物の構造、建築設備及び用途に応じて屋内において発生が予測される火災による火熱に当該火

災が終了するまで耐えること。

(ⅱ) 当該建築物の周囲において発生する通常の火災による火熱に当該火災が終了するまで耐えること。

〈第６８条の２６〉

構造方法等の認定（前三章の規定又はこれに基づく命令の規定で、建築物の構造上の基準その他の技術的基

準に関するものに基づき国土交通大臣がする構造方法、建築材料又はプログラムに係る認定をいう。以下同じ。）

の申請をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、国土交通省令で定める事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出して、これをしなければならない。

２（略）

３ 国土交通大臣は、第七十七条の五十六の規定の定めるところにより指定する者に、構造方法等の認定のた

めの審査に必要な評価の全部又は一部を行わせることができる。

４ 国土交通大臣は、前項の規定による指定をしたときは、当該指定を受けた者が行う評価を行わないものと

する。

〈第７７条の５６〉

第六十八条の二十六第三項（第八十八条第一項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の

規定による指定は、第六十八条の二十六第三項の評価（以下「性能評価」という。）を行おうとする者（外国に

ある事務所により行おうとする者を除く。）の申請により行う。

■建築基準法施行令

〈第１０８条の３第１項〉

法第２条９号の２イの政令で定める技術的基準は、主要構造部が、次の各号のいずれかに該当することとす

る。

一 主要構造部が、次のイ及びロ（外壁以外の主要構造部にあつては、イ）に掲げる基準に適合するもので

あることについて 耐火性能検証法により確かめられたものであること。

イ 主要構造部ごとに当該建築物の屋内において発生が予測される火災による火熱が加えられた場合に、当

該主要構造部が次に掲げる要件を満たしていること。

参考資料２



(１) 耐力壁である、柱、床、はり、屋根及び階段にあつては、当該建築物の自重及び積載荷重（第８６条

第２項ただし書の規定によつて特定行政庁が指定する多雪区域における建築物の主要構造部にあつては、自重、

積載荷重及び積雪荷重。以下この条において同じ。）により、構造耐力上支障のある変形、溶融、破壊その他

の損傷を生じないものであること。

(２) 壁及び床にあつては、当該壁及び床の加熱面以外の面（屋内に面するものに限る。）の温度が可燃物

燃焼温度以上に上昇しないものであること。

(３) 外壁及び屋根にあつては、屋外に火炎を出す原因となるき裂その他の損傷を生じないものであること。

ロ 外壁が、当該建築物の周囲において発生する通常の火災による火熱が 1時間（延焼のおそれのある部分

以外の分にあつては、30 分間）加えられた場合に、次に掲げる要件を満たしていること。

(１) 耐力壁である外壁にあつては、当該外壁に当該建築物の自重及び積載荷重により、構造耐力上支障の

ある変形、溶融、破壊その他の損傷を生じないものであること。

(２) 外壁の当該加熱面以外の面（屋内に面するものに限る。）の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない

ものであること。

二 前号イ及びロ（外壁以外の主要構造部にあつては、同号イ）に掲げる基準に適合するものとして国土交

通大臣の認定を受けたものであること。









税制優遇による人口の増加と観光の活性化

関係資料

○「税制優遇による人口の増加と観光の活性化」関係法令

○北海道からの道州制特区第２次提案に係る対応について

○「北海道観光振興特別措置法」の制定に関する要望書
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「税制優遇による人口の増加と観光の活性化」関係法令

■地方税法

〈事業所税関係〉

第 701条の 30 指定都市等は、都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てるため、事業所税

を課するものとする。

第 701の 31第 1項 事業所税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

一 指定都市等 次に掲げる市をいう。

イ 地方自治法第二百五十二条の十九第一項 の市

ロ イに掲げる市以外の市で首都圏整備法第二条第三項 に規定する既成市街地又は近畿圏整備法第二条第三

項 に規定する既成都市区域を有するもの

ハ イ及びロに掲げる市以外の市で人口（官報で公示された最近の国勢調査の結果による人口その他これに準

ずるものとして政令で定める人口をいう。）三十万以上のもののうち政令で指定するもの

～ 以下略 ～

第 701条の 32第 1項 事業所税は、事業所等において法人又は個人の行う事業に対し、当該事業所等所在の

指定都市等において、当該事業を行う者に資産割額及び従業者割額の合算額によつて課する。

～ 以下略 ～

〈固定資産税関係〉

第 341条 固定資産税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 固定資産 土地、家屋及び償却資産を総称する。

二 土地 田、畑、宅地、塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野その他の土地をいう。

三 家屋 住家、店舗、工場（発電所及び変電所を含む。）、倉庫その他の建物をいう。

四 償却資産 土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産（鉱業権、漁業権、特許権その他の無

形減価償却資産を除く。）でその減価償却額又は減価償却費が法人税法 又は所得税法 の規定による所得の計算

上損金又は必要な経費に算入されるもののうちその取得価額が少額である資産その他の政令で定める資産以外

のもの（これに類する資産で法人税又は所得税を課されない者が所有するものを含む。）をいう。ただし、自動

車税の課税客体である自動車並びに軽自動車税の課税客体である原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車

及び二輪の小型自動車を除くものとする。

～ 以下略 ～

第 342条第 1項 固定資産税は、固定資産に対し、当該固定資産所在の市町村において課する。

第 343条第 1項 固定資産税は、固定資産の所有者（質権又は百年より永い存続期間の定めのある地上権の目

的である土地については、その質権者又は地上権者とする。以下固定資産税について同様とする。）に課する。

〈課税免除関係〉

第 6条第 1項 地方団体は、公益上その他の事由に因り課税を不適当とする場合においては、課税をしない

ことができる。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%88%ea%96%40%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%8e%f1%93%73%8c%97%90%ae%94%f5%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%94%aa%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%8b%df%8b%45%8c%97%90%ae%94%f5%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%94%aa%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%8b%df%8b%45%8c%97%90%ae%94%f5%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%81%5a%96%40%8e%4f%8e%6c&REF_NAME=%96%40%90%6c%90%c5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%81%5a%96%40%8e%4f%8e%4f&REF_NAME=%8f%8a%93%be%90%c5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


北海道からの道州制特区第２次提案に係る対応について

対応ＮＯ 提案項目・内容 主な関係省庁 内　　　容

5

特定免税店制度の創設

内閣官房
国土交通省

提案内容をこの制度で
措置することは困難。
別の手法を採り得ない

か、別途検討。

・道州制特区法は将来の道州制導入の検討に資するための
ものであり、この制度で講じる措置は、他の特定広域団体
及び将来の全ての道州に適用しうるものであることが前提
である。したがって、提案内容をこの制度で措置すること
は困難。

・提案の趣旨を実現するための別の手法を採り得ないか、
別途検討。

（内容）
　道内の空港ターミナル施設等に
「特定免税店」（北海道以外の地域
からの観光客のショッピングに係る
関税を免除するもの）を設置する。

6

国際観光振興業務特別地区
の設定

内閣官房
国土交通省

（内容）
　宿泊施設や観光関連設備（国際放
送、インターネット、外国語対応
カーナビ）の整備に対する投資減税
 を行う。















北海道議会議員選挙における

選挙区の設定権限の移譲

関係資料

○「北海道議会議員の選挙区の設定」関係法令

○北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙

すべき議員の数に関する条例

○北海道議会議員選挙に向けた今後の北海道議会議員定数等の

基本的な考え方について
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「北海道議会議員の選挙区の設定」関係法令

■地方自治法

〈第９０条第１項〉

都道府県の議会の議員の定数は、条例で定める。

■公職選挙法

〈第１５条〉

１ 都道府県の議会の議員の選挙区は、郡市の区域による。

２ 前項の区域の人口が当該都道府県の人口を当該都道府県の議会の議員の定数をもつて除して得た数（以下

本条中「議員一人当りの人口」という。）の半数に達しないときは、条例で隣接する他の郡市の区域と合せて一

選挙区を設けなければならない。

３ 第一項の区域の人口が議員一人当りの人口の半数以上であつても議員一人当りの人口に達しないときは、

条例で隣接する他の郡市の区域と合せて一選挙区を設けることができる。

４ 一の郡の区域が他の郡市の区域により二以上の区域に分断されている場合における前三項の規定の適用

については、当該各区域又はそれらの区域を合せた区域を郡の区域とみなすことができる。一の郡の区域が他

の郡市の区域により分断されてはいないが地勢及び交通上これに類似する状況にあるときも、また同様とする。

５ 一の郡市の区域が二以上の衆議院（小選挙区選出）議員の選挙区に属する区域に分かれている場合におけ

る第一項から第三項までの規定の適用（前項の規定の適用がある場合を含む。）については、当該各区域を郡市

の区域とみなすことができる。

６ 市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設けることができる。

但し、地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）については、区の区域

をもつて選挙区とする。

７ 第二項、第三項又は前項の規定により選挙区を設ける場合においては、行政区画、衆議院（小選挙区選出）

議員の選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければならない。

８ 各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定めなければな

らない。ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることが

できる。

９ 前各項に定めるもののほか、地方公共団体の議会の議員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の

数に関し必要な事項は、政令で定める。

〈第２６９条〉

衆議院議員、参議院議員、都道府県の議会の議員及び長の選挙並びに指定都市の議会の議員及び長の選挙に

関してこの法律の規定を適用するについては、政令の定めるところにより、当該市においては、区を市とみな

し、区の選挙管理委員会及び選挙管理委員を市の選挙管理委員会及び選挙管理委員とみなす。この場合におい

て、第二十二条の規定の適用については、同条中「資格を有する者」とあるのは、「資格を有し、かつ、その日

において当該区の区長が作成する住民基本台帳に記録されている者」とする。

〈第２７１条〉

第十五条第一項から第五項まで及び第十五条の二第三項中郡とあるのは、都においては支庁の所管区域を含

み、道においては支庁の所管区域とする。

２ 昭和四十一年一月一日現在において設けられている都道府県の議会の議員の選挙区については、当該区域

の人口が当該都道府県の人口を当該都道府県の議会の議員の定数をもつて除して得た数の半数に達しなくなつ

た場合においても、当分の間、第十五条第二項の規定にかかわらず、条例で当該区域をもつて一選挙区を設け

ることができる。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000


■公職選挙法施行令

〈第１４４条〉

法及びこの政令における人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の結

果による人口による。但し、官報公示の人口の調査期日以後において都道府県、郡又は市町村の境界に変更が

あつた場合においては、地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十六条 又は第百七十七条の規

定によつて都道府県知事が告示した人口による。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%90%ad%88%ea%98%5a&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%90%ad%88%ea%98%5a&REF_NAME=%91%e6%95%53%8e%b5%8f%5c%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000017600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%90%ad%88%ea%98%5a&REF_NAME=%91%e6%95%53%8e%b5%8f%5c%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000017700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000017700000000000000000000000000000


北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例

平成14年12月６日 条例第66号

（議員の定数）

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第90条第１項の規定により、北海道議会議員の定数は、

104人とする。

一部改正〔平成18年条例74号・22年51号〕

（特例による選挙区）

第２条 公職選挙法（昭和25年法律第100号）第15条第２項の規定により、夕張市の区域、芦別市の区

域、赤平市の区域、三笠市の区域、砂川市の区域、歌志内市の区域、深川市の区域及び空知総合振

興局所管区域を合わせて一選挙区とし、これを空知総合振興局所管区域といい、士別市の区域、富

良野市の区域及び上川総合振興局所管区域を合わせて一選挙区とし、これを上川総合振興局所管区

域といい、石狩市の区域及び石狩振興局所管区域を合わせて一選挙区とし、これを石狩市・石狩振

興局所管区域という。

２ 公職選挙法第271条第２項の規定により、留萌市の区域及び紋別市の区域をもってそれぞれ一選挙

区とする。

一部改正〔平成18年条例74号・21年77号・22年51号〕

（各選挙区において選挙すべき議員の数）

第３条 公職選挙法第15条第８項の規定により、各選挙区において選挙すべき議員の数は、別表で定

めるとおりとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成15年１月１日から施行する。ただし、第２条、第３条及び附則第２項第２号の

規定は、平成15年１月１日以後初めてその期日を告示される一般選挙から施行する。

（人口の特例）

２ 平成23年４月10日に行われる北海道議会議員の一般選挙により選挙すべき北海道議会議員の定数

並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数については、地方公共団体の議会の議員及

び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律（平成22年法律第68号）附則第２条第１項の規定により、

平成17年の国勢調査の結果による人口によることとする。

全部改正〔平成23年条例８号〕

附 則（平成18年９月15日条例第74号）

〔北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する

条例の一部を改正する条例の附則〕

この条例は、次の一般選挙から施行する。

附 則（平成21年７月10日条例第77号）

〔北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する

条例の一部を改正する条例の附則〕

この条例は、北海道総合振興局及び振興局の設置に関する条例（平成20年北海道条例第78号）の施

行の日から施行する。

（平成21年10月規則第87号で、同22年４月１日から施行）

附 則（平成22年10月19日条例第51号）

〔北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する

条例の一部を改正する条例の附則〕

この条例は、次の一般選挙から施行する。

附 則（平成23年２月25日条例第８号）

〔北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する

条例の一部を改正する条例の附則〕

この条例は、次の一般選挙から施行する。



別表（第３条関係）

１人北斗市

２人石狩市・石狩振興局所管区域

１人北広島市

１人伊達市

１人恵庭市

１人登別市

１人滝川市

１人千歳市

１人根室市

１人名寄市

１人紋別市

２人江別市

１人美唄市

１人稚内市

３人苫小牧市

１人留萌市

１人網走市

１人岩見沢市

２人北見市

３人帯広市

４人釧路市

２人室蘭市

６人旭川市

３人小樽市

６人函館市

２人札幌市手稲区

３人札幌市西区

２人札幌市南区

２人札幌市清田区

３人札幌市豊平区

２人札幌市厚別区

３人札幌市白石区

４人札幌市東区

４人札幌市北区

３人札幌市中央区

１人根室振興局所管区域

２人釧路総合振興局所管区域

４人十勝総合振興局所管区域

２人オホーツク総合振興局所管区域

１人宗谷総合振興局所管区域

１人留萌振興局所管区域

３人上川総合振興局所管区域

１人檜山振興局所管区域

２人渡島総合振興局所管区域

２人日高振興局所管区域

２人胆振総合振興局所管区域

３人後志総合振興局所管区域

４人空知総合振興局所管区域

議員数選挙区



北海道議会議員選挙に向けた今後の北海道議会議員定数等の

基本的な考え方について

平成２４年１２月

北海道議会議員定数等検討協議会

北海道は、国土の２２％を占める広大な面積を有し、積雪寒冷という厳しい自然環境

にある一方、近年、人口の減少や少子高齢化の一層の進行に加え、大都市への人口の偏

在化がますます進んでいる。

このような状況の下で、平成２３年北海道議会議員選挙においては、北海道議会議員

の総定数を１０６人から１０４人に減員したが、これまで札幌市など大都市の定数を抑

え、人口が減少している郡部の選挙区の定数をできるだけ維持してきたことなどから、

選出される議員１人当たりの人口が３倍を超える較差（いわゆる一票の較差）が生じて

いる。

公職選挙法においては、都道府県議会議員は郡市の区域をもって構成される選挙区に

おいて選挙され、各選挙区において選挙すべき議員の数は、人口に比例して条例で定め

ることとされており、特別な事情がある場合には、概ね人口を基準とし、地域間の均衡

を考慮して定めることができる。

しかしながら、北海道議会議員の定数を公職選挙法上の人口比例原則に基づき選挙区

に配分する従来の手法では、今後、人口減少地域からは地域代表を選出することができ

ない状況が懸念されるとともに、道内の地域バランス等の特別な事情を考慮した配分を

続けると、一票の較差が更に大きくなることが予想される。

道議会の機能を十分に活かすためには、人口密度の高い都市地域だけでなく、過疎地

域や離島など人口密度の低い地域の民意も酌み取り、道政に反映させることが必要であ

ることから、人口比例原則を基本としながらも地域の実情に応じた定数配分をいかに行

っていくかが課題となる。そのため、北海道議会議員定数等検討協議会では、人口の減

少が進む地域の民意の反映に配慮しながら総定数を検討するという観点で、人口減少期

における議員定数の在り方、人口減少が著しい地域における選挙区の在り方などについ

て、有識者から意見を伺うなどして検討を進めてきたところである。

その結果、人口の減少が進む地域の代表を確保しながら１票の較差を是正するには、

現行制度では限界があり、北海道の地域特性に配慮した定数配分や選挙区設定を行うこ

とができる仕組みが必要であることから、次のとおり考えを取りまとめ国等へ要請を行

うものとする。



なお、北海道議会議員定数等検討協議会は、上記の制度改正を要請する

にとどまらず、今後も、一票の較差是正や民意を反映するために地域代表

を確保するという課題について検討を進め、現行制度下における北海道議

会議員定数のあり方についても、真摯に検討を進めていく。

注）配当基数：その選挙区の人口を全道の議員１人当たり人口(５２，９４６人)で割った数字

議員定数を配分する際の基礎数字

注）議員１人当たり人口：全道人口(５，５０６，４１９人)を議員総定数(１０４人)で割った

数字

１ 定数配分にあたっては、人口比例を基礎としながらも、地域代表を

確保する観点から、選挙区内の面積や自治体数を考慮することができ

る仕組みの導入や政令市等の定数配分の在り方を見直すよう要請する。

２ 現在、｢郡市の区域による｣としている公職選挙法を都道府県が条例

で自主的に選挙区を規定できるよう速やかに改正するとともに、配当

基数が０．５未満の場合でも、合区すると地域の行政需要に応じきれ

ない場合には特例選挙区として１選挙区を維持できるよう制度の改正

について要請する。

３ 地域主権改革の推進により、地方議会の果たす役割は今後、一層増

大することから、社会情勢の変化を踏まえた地方議会の在り方や役割

などを明確にし、その特性を十分発揮できるような選挙制度について

の検討を行うよう要請する。
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